
※チェックリストに従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報はの資料等をご確認ください。

パパママ育休プラス制度
かんたん解説ガイド
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パパママ育休プラス制度とは
パパママ育休プラス制度は、両親が共に育児休業を取得する場合、⼦が1歳2ヶ⽉に達するまで育児休業の対象期間を延⻑できる制度です。ただし、各親が取得
できる休業⽇数の上限は原則1年間です。

パパママ育休プラス制度の利⽤条件

‧配偶者が、⼦が1歳に達する⽇までに育児休業を取得していること。

本制度の利⽤には、通常の育児休業の取得条件に加え、以下の全てを満たす必要があります。

‧両親共に育児休業を取得すること（⼀⽅が専業主婦(夫)の場合は対象外）。

‧本⼈の育休開始予定⽇が、配偶者の育休初⽇以降であること。

‧本⼈の育休開始予定⽇が、⼦の1歳の誕⽣⽇以前であること。

利⽤パターンと関連制度
利⽤パターンには、両親の休業期間が重なる場合や、交代で取得する場合があります。

産後パパ育休
（出⽣時育児休業）

⼦の出⽣後8週間以内に⽗親が最⼤4週間（28⽇、2回まで分割可）取得できる休業です。 本制度とも併⽤可能です。従来の
パパ休暇は本制度創設に伴い廃⽌されました。
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出⽣後休業⽀援給付⾦
（2025年4⽉〜）

両親がそれぞれ14⽇以上の育休（産後パパ育休含む）を取得した場合等に、出⽣時育児休業給付⾦に上乗せ⽀給される新給
付⾦です。 これにより実質的な⼿取り額が増加する効果が期待されます。

育児休業給付⾦と必要書類
パパママ育休プラスを利⽤する期間も、育児休業給付⾦が⽀給されます。⽀給額は各親の休業開始から180⽇間は休業開始時賃⾦⽇額の67％、181⽇⽬以降は
50％です。 プラス期間（⼦が1歳から1歳2ヶ⽉に達する⽇まで）の給付⾦申請には、通常の書類に加え、主に以下が必要です。

配偶者の育児休業取得を証明する書類（    配偶者の勤務先発⾏の育児休業取扱通知書の写し等。
ただし、申請書に記載された配偶者の雇⽤保険被保険者番号によりハローワークが育休取得の事実を確認できる場合は省略可能な場合があります） 
育児休業給付⾦⽀給申請書の配偶者情報関連欄（    19欄、20欄。初回申請書では27欄、28欄）への記載も必須です。

続柄が記載された世帯全員の住⺠票の写し1
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